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Ⅳ	 スポーツ団体が定める規則に対するEU機能条約 101 条	
	 1 項の適用の際の非競争的利益の考慮





に、競争に対する悪影響は存在するものの EC 条約 81 条 1 項の枠内にお
いてそれが正当化されることがあるとされている。






Ⅲ　専門的職業団体が定める規則に対する EU 機能条約 101 条 1 項の適用
の際の非競争的利益の考慮
　（以上、国士舘法学 47 号）
















UEFA には現在、51 団体が加盟しており、その中の 18 団体は EU 域内に
存在している。ENIC はスコットランドの Glasgow Rangers FC の株式の
25.1%、スイスの FC Basel の株式の 50%、イタリアの Vicenza Calcio の
株式の 99.9%、チェコの Slavia Praga の株式の 96.7%、ギリシャの AEK 





























なものではないため、EC 条約 81 条 1 項に違反するものである。また、
当該規則は競争を制限し、また、UEFA の競技の公平性を守るという目
的に比例していないため、EC 条約 82 条にも違反することとなる。
⑵　委員会の判断




































































るために必要なものであることから、EC 条約 81 条 1 項の適用対象外と
なる。また、本件規則が客観的かつ差別的ではない方法で実施されるので








つ、比例性を有する場合には、EC 条約 81 条 1 項および 82 条の適用対象
外となるとされたものである。
　委員会は、これまでスポーツに関する規則については、EC 条約 39 条
ないし 49 条の適用対象となるか否かという検討は行ってきたが、スポー
ツの規則に関し、正面から EC 条約 81 条 1 項および 82 条の適用の可否を
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カー連盟の集合であり、事業者団体である」、「UEFA は、ヨーロッパク
ラブチャンピオンシップの構成といった一定の活動においては、事業者と




























　これに対して、Piau 氏は、上記規則が EC 条約 49 条等に違反する等と
して委員会に対して申立を行った。また、Multiplayers International 
Denmark は、上記規則が EC 条約 81 条および 82 条に違反すると申立を





















則が EC 条約 81 条および 82 条に違反するとして、申立を行った。これに
対して、委員会は、FIFA の新規則は、以前の規則の主要な競争制限的側
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面を除去しており、手続を進めることは委員会の利益と合致しないとの返
答を行った。これに対し、Piau 氏はさらに申立てを行い、これを受けて、
委員会は 2002 年 4 月に、Piau 氏の主張を退ける決定を行った。




新たに定められた規則は EC 条約 81 条 3 項により、同 1 項の適用が免除
されるものではない。第三に、FIFA はサッカー市場において市場支配的
地位にあり、代理人がサービスを提供する市場において、その地位を濫用














の集合体であることから、EC 条約 81 条がいうところの事業者である。






























EU 機能条約 101 条 1 項における非競争的利益の考慮（三・完）　49
　③　EC 条約 81 条 3 項該当性
　委員会の判断において、ライセンスの取得を強制することが正当化され
























る者は増加しており、1996 年時点ではその人数は 214 人であったのに対















があり、それが EC 条約 81 条 3 項のもとで適用免除の対象となるか否か
が問題となったものである。EC 条約 81 条 3 項が定める要件に合致する
か否かの判断については、漠然としており、その正当性に疑問が残るとこ









は、あくまでも EC 条約 39 条ないし 49 条に違反するか否かということが
問題となってきたが、その際には、EC 条約による禁止は、「純粋なスポー
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ツ上の利益」に関するものであり、したがって「経済活動に関係性のな
い」規則には影響を与えないとされてきたことから（4）、この理論を EC 条











は認められないとする。また、第 1 審裁判所が、FIFA が規則を制定する
ことを正当化する理由として挙げた各国の代理人に関する規制の不存在に
ついても、以下のように検証を行い、FIFA の規則が国際法に反するもの













いし法的枠組みが存在している。現在 EU 域内において FIFA によりライ
センスを賦与されている代理人のうち 95% はこれらの規制の対象となっ
ており、国内法の効力が勝るため、FIFA の規制は有効ではない。した
がって、FIFA がこのような規則を定めることは EU 域内において選手の




し、その間の競争を制限することから、現行の EU 機能条約 101 条 1 項違
反となる可能性がある。しかし、その場合には、EU 機能条約 101 条 1 項






















（以下、FINA）が実施したドーピングに関する規制が、EC 条約 39 条、
49 条、81 条、および、82 条に違反するか否かが問題となったものである。
　IOC は、反ドーピング憲章 1.2 条において、禁止薬物が競技者の組織な
いし体液から発見された場合にはドーピングとして違反行為となることを
述べている。ナンドロレンおよびその代謝物は、その禁止対象となる筋肉














　2001 年 5 月、両氏は、委員会に対し、上記反ドーピング規則が EC 条
約 39 条、49 条、81 条、および、82 条に違反するとの申立てを行った。
しかし、委員会はその決定において、この主張を認めなかったため、両氏




グ規則が EC 条約 81 条 1 項がいうところの競争制限にはあたらないとす
る判断において、Wouters 事件において確立された基準を誤って適用し
ている。ウ反ドーピング規則が EC 条約 49 条に違反するという両者の主
張を退けた点において、事実の認定と法の適用において誤りがある。
　しかし、第 1 審裁判所は、次のように、両氏の主張を退けた。第一に、
EC 条約 39 条および 49 条は、スポーツの分野において採用されるルール
が経済的側面を有している場合には適用されるが、一方で純粋なスポーツ




グ規則が EC 条約 39 条および 49 条の適用対象とならないというだけでは
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係するものであるとされてきたが、ただそれだけを理由として、すべての
































には、それらの規則が EC 条約 39 条および 49 条が定める要件を満たして
いることが必要である。また、そのような活動に従事することが競争に関





体の決定が EC 条約 81 条 1 項の適用対象となるわけではない。EC 条約













て正当化されるため、EC 条約 81 条 1 項において禁止される競争制限と
なるわけではない。また、そのような制限は競技スポーツの組織およびそ






















































約 39 条および 49 条に関する法運用を参考に、本判決で示された理論に基
づいて考えた場合に、EC 条約 81 条および 82 条違反となる可能性は低い
とされ、逆に、スポーツ団体を競争から保護する規則、スポーツ団体の決
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定に対し法的な異議を述べる機会を奪う規則、スポーツクラブおよびチー
ムに対する国籍に関する規則、クラブ間の選手の移動を規制する規則、ス
ポーツに付随するプロ団体を規制する規則は、EC 条約 81 条 3 項に基づ






現行の EU 機能条約 101 条 1 項のもとでこのような考慮が行われ、いかな
る場合に同 101 条 3 項の適用があるのかということも明らかになっていな
い（12）。
4．小　括
　本章においては、スポーツ団体が定めた規則が EC 条約 81 条 1 項に違






































ではない。その中で、現行の EU 機能条約 101 条 1 項の枠内でいかなる事
項が正当な目的とみなされるかということは依然として明らかになってい
ない。








約 101 条 1 項の適用対象外とするという理論は、専門的職業団体が定める
規則のみではなく、スポーツ団体が定める規則にもその適用範囲が広がっ
ている。また、以下に紹介するように、Wouters 事件判決において採用
された理論が現在でも使用されており、なおも 101 条 3 項における適用免








一定時間受講しなければならないとしたことが、EU 機能条約 101 条 1 項
に違反するか否かということにつき、先行判決が求められたものである。
　ポルトガル公認会計士法 3 条は、OTOC は、公認会計士の資格の付与、
倫理上ないし専門家としての原則および規則の制定等につき権限を有する
と規定している。また、同法 57 条 1 項は、公認会計士は OTOC が定める




違反となるとし、同法 63 条および 64 条は、その規律違反の場合の制裁を
定めている。
　OTOC は、自らが定めた規則の 3 条において以下のことを定めている。
 1 項　OTOC が提供する訓練は、“institutional training”と“professional 
training”である。







　また、同規則 5 条 1 項は、OTOC はすべてのタイプのトレーニングを
実施することが可能であり、5 条 2 項は“institutional training”は OTOC




を定めるものとし、8 条は、当該機関はその専門性等につき OTOC に対
し、証明を行う必要があるとし、9 条は、当該機関が開講する講座につい
て、開講 3 か月前までに OTOC に申請を行い、審査を受ける必要がある
としている。
　また、同規則 15 条は、公認会計士に対し、“institutional  training”と
“professional  training”に参加し、1 時間の訓練により 1.5 単位を習得す
るものし、“institutional  training”に関し、年間 12 単位の取得を義務付
けている。また、公認会計士は“institutional  training”と“professional 
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training”に関し、それらを合わせて年間平均で 35 単位を取得すること
が義務付けられている。
　ポルトガル競争当局は、2006 年および 2009 年に、この OTOC が実施
する強制訓練制度に関する申立を受けた。この間、数多くの機関が
OTOC に対し、200 ユーロを支払って高等教育機関としての登録を行い、






　2010 年 5 月、ポルトガル競争当局は、OTOC による公認会計士に対す
る強制訓練制度が EU 機能条約 101 条 1 項および 102 条に違反するとの決
定を行った。これに対し、OTOC はリスボン商業裁判所にその取消を求
め、リスボン商業裁判所は、EU 機能条約 102 条に関する部分については





































“institutional  training”については OTOC のみがその提供を行うことか
ら、OTOC は当該市場において大きな部分を提供することが保証されて
いるといえる。その結果として、OTOC 以外の教育訓練機関は訓練を提
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供することを妨げられており、当該市場において競争が阻害されていると





































































　しかし、問題は EU 機能条約 101 条 1 項のもとで Wouters 事件判決に
おいて用いられた理論によりその適用対象外となる場合と同条 3 項のもと
でその適用が免除される場合の区別である。本件においては、OTOC の
主張に基づき、EU 機能条約 101 条 3 項適用可能性について言及がなされ
たが、いかなる場合に同条 1 項のもとでその適用免除の可能性が審査さ
れ、いかなる場合に同条 3 項のもとで適用免除の可能性が審査されるのか

















　1963 年地質学者の資格ないし専門性の保護に関する法律 2 条において、
イタリアにおいて地質学の専門家として活動する者は、すべて、CNG に
















































　2010 年 6 月、イタリア競争当局は、CNG はその会員に対し、その標準
料金を適用することを推奨したとして、EU 機能条約 101 条 1 項に違反す
るとの認定を行った。上記行為規範 17 条において、2006 年緊急命令に言
及していることは、当事者間の合意に基づいて自由に料金を設定すること
が可能であることを地質学者に対して示すものではないとした。また、同
18 条および 19 条は、かつての標準料金が強制的なものであるという推測
を招くものであり、市場における独立性のある行動を妨げるものであると
認定した。加えて、同 17 条がイタリア民法 2233 条を参照していること
は、上記の認定を支持するとした。




約 101 条 1 項の適用に関し、以下の問題等につき、ヨーロッパ裁判所に対
し、先行判決を求めた。
ア  EU 機能条約 101 条およびその他の規定は、専門家としての報酬を
決定する目的で専門家としての誠実性、尊厳を参照することを禁
止、ないし、制限するか。
イ  EU 機能条約 101 条およびその他の規定のもとでは、専門家として
の誠実性、尊厳に関係する要因を参照することは、専門家間の競争
を制限する効果を持つこととなるか。
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⑵　判　旨





















































　また、EU 機能条約 101 条 1 項において正当化される目的とは、非経済
的な事項に限られるとする見解がある。これは、EU 機能条約 101 条 1 項




約 45 条、56 条に関する判例において挙げられてきた非経済的な事項のみ
が EU 機能条約 101 条 1 項においても考慮されるべきだとするものであ 




るものである。EU 機能条約 101 条 1 項が適用される場面をこのように整
理することは法の適用の上で有用である。しかし、これまでの委員会、
























条約 101 条 1 項の枠内ではなく、同 3 項の枠内において考慮すべきなのか





され、その政策および活動の際に考慮すべき事項として、同 9 条から 13
条において雇用、適切な社会的保護、社会的排除等、同 167 条に文化が挙
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て採用された理論を同いて考えた場合、ハードコアカルテルが正当化され
る余地はごく少ないであろう。
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